
原油価格・物価
高騰対策及び賃
上げ促進環境整
備対応予備費

10,000

国の一般歳出の約５６％は社会保障関係費 （高齢化等に伴い、一般歳出に占める社会保障関係費が急増）

社会保障関係費一般歳出歳出総額年度

３７７，１９３ （約５６％）６７７，７６４ （１００％）１，１２５，７１７２０２４（令和６年度）

３６８，８８９ （約５１％）７２７，３１７ （１００％）１，１４３，８１２２０２３

３６２，７３５ （約５４％）６７３，７４６ （１００％）１，０７５，９６４２０２２

３１５，２９７ （約５５％）５７３，５５５ （１００％）９６３，４２０２０１５

２７２，６８６ （約５１％）５３４，５４２ （１００％）９２２，９９２２０１０

１６７，６６６ （約３５％）４８０，９１４ （１００％）８４９，８７１２０００

一般歳出に占める社会保障関係費の割合の推移

歳出 歳入

歳出
１，１２５，７１７

歳入
１，１２５，７１７

一般歳出
677,764

国債費
270,090

地方交付税
交付金等
177,863

社会保障
377,193

公共事業
60,828

文教及び
科学振興

54,716

その他
95,855

防衛
79,172

租税及び
印紙収入
696,080

公債金
354,490

その他収入
75,147

所得税
179,050

法人税
170,460

消費税
238,230その他

108,340

特例公債
288,700

建設公債
65,790

（億円）

一般歳出に占める
社会保障関係費の割合

→ 約56％

（注１） 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある

（単位：億円）

令和６年度予算 国の一般歳出における社会保障関係費



年金

61.7 兆円

（44.8％）

保険料

80.3兆円

社会保障関係費

37.7兆円 消費税

23.8兆円

医療

42.8兆円

（31.0％）

国庫負担

37.7 兆円

防衛関係費7.9 兆円

所得税

17.9兆円

（うち介護 13.9兆円）

（うちこども・子育て 10.8兆円）

地方負担

17.0兆円

公共事業関係費6.1兆円 法人税 17.0兆円

資産収入等

文教及び科学振興費5.5 兆円

その他の税収 10.8 兆円
その他9.6 兆円

その他収入 7.5 兆円
原油価格・物価高騰対策及び

賃上げ促進環境整備対応予備費

1.0兆円

建設公債 6.6 兆円地方交付税交付金等

17.8兆円

特例公債

28.9 兆円

国債費

27.0 兆円

福祉その他
33.4兆円
（24.2％）

○ 社会保障給付費は約137.8兆円（年金が約５割、医療が約３割）
○ この給付（137.8兆円）を保険料（約６割）と公費（国・地方）（約４割）などの組合せにより賄う
○ 社会保障に対する国庫負担は30兆円を超え、一般歳出の55.7%を占めている

一般会計歳出の33.5％

一般歳出の55.7％

社会保障給付費（令和６年度予算ベース） 国 一般会計（令和６年度予算）

給付費 137.8兆円 財源 135.0兆円＋資産収入等 歳出 112.6兆円 歳入 112.6兆円

＜保険料の例＞
・ 年金
国民年金
16,980円(R6.4-)
厚生年金
18.3%(H29.9-)

・ 医療保険
協会けんぽ
10.0％（Ｈ24.4-）

・ 介護保険
１号保険料

平均（月額）
6,225円

（R6～R8年度）

直近の実績値（令和４年度）
・ 社会保障給付費 137.8兆円（ＮＩ比33.70%）
・ 財源構成 保険料 77.3兆円、公費64.2兆円

（ほか資産収入など）

社会保障給付費と社会保障関係費の関係

（注） 計数は、それぞれ四捨五入しているため、
端数において合計と合致しないものがある


